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大津市開発事業等工事検査要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、都市計画法第３６条及び宅地造成等規制法第１３条に規定する工事の検査（以下「検

査」という。）について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（検査の種類） 

第２条 検査の種類は、完了検査、中間検査、再検査及び立入検査とする。 

２ 完了検査とは、施行区域の安全および機能に重大な影響を及ぼすものを主体に、工事が次の区分によ 

 り完了したときに行う検査をいう。 

 （１）開発区域全部の工事を完了したとき。 

 （２）宅地造成等規制法（以下「宅造法」という。）に基づく工事の一部または全部が完了したとき。 

 （３）開発区域を工区に分けて許可を受けたときは、工区の工事を完了したとき。 

 （４）公共施設等（都市計画法（以下「都計法」という。）第４条第１４項の規定による公共施設ならび

に同法第３３条第１項第６号の規定による公共施設および公益的施設）の工事を完了したとき。 

３ 中間検査とは、工事施工の途中において必要と認められる工程に達した時および必要がある場合に、 

適宜行う検査をいう。 

４ 再検査とは、工事の手直し等の後において再度行う検査をいう。 

５ 立入検査とは、都計法第８２条第１項または宅造法第１８条第１項の規定による検査をいう。 

 

（検査の方法） 

第３条 前条の検査は、「開発事業に係る工事検査の実施方法」により工事が開発許可の内容に適合してい 

るかどうかについて検査するものとする。 

２ 開発事業に係る工事のうち公共施設等の検査については、前項に定めるもののほか、当該公共施設等 

 を管理することとなる者（以下「公共施設等管理者」という。）の定める工事検査の方法により、その適 

 否を検査するものとする。 

 

（検査員） 

第４条 検査員は、開発調整課および各公共施設等管理部署の担当職員とする。 

 

（検査結果の通知等） 

第５条 検査員は、検査を終了したときは、すみやかにその結果を「開発（宅造）許可工事完了検査調書」 

（以下「検査調書」という。）により通知するものとする。 

２ 検査員は、第３条の検査により工事が許可の内容に適合していないと認めたときは、検査調書の指示 

事項により、工事等の手直しを指示するものとする。 

３ 事業者は、前項の工事の手直しが完了したときは、「工事完了検査是正報告書」（以下「是正報告書」 

という。）（様式－検１）を市長に提出しなければならない。  
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（工事完了検査済証の交付） 

第６条 市長は、完了検査の結果、工事が開発許可・宅造許可の内容に適合すると認められたときは、事

業者に工事の検査済証を交付するものとする。 

 

附 則 

この要領は、平成２２年４月２７日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２４年７月１日から施行する。 

 


